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平成 24 年６月 13 日 

 
株主各位 
 

日 本 ヒ ュ ー ム 株 式 会 社

取 締 役 社 長  野 村 靜 夫

 
第 129 回定時株主総会招集ご通知の一部修正について 

 
 平成 24 年６月 13 日にご送付いたしました「第 129 回定時株主総会招集ご通知」の記載事項に一部修

正すべき事項がございましたので、お詫び申し上げますとともに、本ウェブサイトをもって下記のとお

り、修正のご連絡をさせていただきます。 

 

記 

１．修正箇所  

第 129 回定時株主総会招集ご通知 31 ページ「連結注記表」〈金融商品に関する注記〉ならびに 39

ページ「個別注記表」〈重要な会計方針に係る事項に関する注記〉、42 ページ「個別注記表」〈貸借対

照表に関する注記〉のそれぞれ一部 

２．修正内容  

修正内容は、以下のとおりであります。なお、修正箇所は下線にて表示しております。 
  【31 ページ「連結注記表」〈金融商品に関する注記〉】 
  （修正前） 
   ２．金融商品の時価等に関する事項 

     平成 24 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については次

のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含まれて

おりません。詳細につきましては、「（注）２．」をご参照ください。 
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 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

現 金 及 び 預 金 4,981,454 千円 4,981,454 千円  － 

受取手形及び売掛金 10,966,500 千円 10,966,500 千円  － 

投 資 有 価 証 券    

 関 連 会 社 株 式 4,737,975 千円 3,847,500 千円  △890,475 千円 

 そ の 他 有 価 証 券 2,743,927 千円 2,743,927 千円  － 

長 期 未 収 入 金 477,032 千円  

 貸 倒 引 当 金 △144,000 千円  

 333,032 千円 333,032 千円  － 

資 産 計 23,762,888 千円 22,539,381 千円  △890,475 千円 

支払手形及び買掛金 8,054,513 千円 8,054,513 千円  － 

短 期 借 入 金 1,439,866 千円 1,439,866 千円  － 

長期預り敷金保証金 615,877 千円 615,877 千円  － 

負 債 計 10,110,256 千円 10,110,256 千円  － 

 
（修正後） 

   ２．金融商品の時価等に関する事項 

     平成 24 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については次

のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含まれて

おりません。詳細につきましては、「（注）２．」をご参照ください。 
 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

現 金 及 び 預 金 4,981,454 千円 4,981,454 千円  － 

受取手形及び売掛金 10,966,500 千円 10,966,500 千円  － 

投 資 有 価 証 券  

 関 連 会 社 株 式 4,737,975 千円 3,847,500 千円  △890,475 千円 

 そ の 他 有 価 証 券 2,743,927 千円 2,743,927 千円  － 

長 期 未 収 入 金 477,032 千円  

貸 倒 引 当 金 △144,000 千円  

(     計     ) (      333,032千円) 333,032 千円  － 

資 産 計 23,762,890 千円 22,872,415 千円  △890,475 千円 

支払手形及び買掛金 8,054,513 千円 8,054,513 千円  － 

短 期 借 入 金 1,439,866 千円 1,439,866 千円  － 

長期預り敷金保証金 615,877 千円 615,877 千円  － 

負 債 計 10,110,257 千円 10,110,257 千円  － 
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  【39 ページ「個別注記表」〈重要な会計方針に係る事項に関する注記〉】 
   （修正前） 
    ２．固定資産の減価償却の方法 
     ① 有形固定資産 
        不動産部門  定額法 
               なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                建物及び構築物      ：３～60 年 

                機械装置及び運搬具    ：２～17 年 

（修正後） 

２．固定資産の減価償却の方法 

     ① 有形固定資産 

        不動産部門  定額法 

               なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

                建物、構築物       ：３～60 年 

                機械及び装置、車輌運搬具 ：２～17 年 

 

【42 ページ「個別注記表」〈貸借対照表に関する注記〉】 

（修正前） 
    ３．債務保証等 

      関係会社の金融機関（㈱みずほ銀行他）よりの借入金および㈱エヌエィチ・フタバの太平

洋セメント㈱等との取引に係る仕入債務に対し、次のとおり債務の保証を行っております。 
ﾆｯﾎﾟﾝﾋｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄ（香港）ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 1,041,449 千円

ﾆｯﾎﾟﾝﾋｭｰﾑﾀｲﾗﾝﾄﾞｶﾝﾊﾟﾆｰﾘﾐﾃｯﾄﾞ 245,509 千円

㈱エヌエィチ・フタバ 18,395 千円

計 1,305,354 千円

 
（修正後） 

    ３．債務保証等 

      関係会社の金融機関（㈱みずほ銀行他）よりの借入金および㈱エヌエィチ・フタバの太平

洋セメント㈱等との取引に係る仕入債務に対し、次のとおり債務の保証を行っております。 
ﾆｯﾎﾟﾝﾋｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄ（香港）ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 1,016,971 千円

ﾆｯﾎﾟﾝﾋｭｰﾑﾀｲﾗﾝﾄﾞｶﾝﾊﾟﾆｰﾘﾐﾃｯﾄﾞ 245,509 千円

㈱エヌエィチ・フタバ 18,395 千円

計 1,280,876 千円

 
以上 


